
 

○山陽小野田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則 

平成１７年３月２２日 

教育委員会規則第１１号 

改正 平成２５年７月２６日教委規則第３号 

平成２６年６月２７日教委規則第１６号 

平成２７年３月２６日教委規則第１０号 

平成２８年８月３１日教委規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、私立幼稚園（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に

基づいて設置された幼稚園で私立の幼稚園をいう。以下同じ。）の設置者が

保護者から徴収する保育料及び入園料（以下「保育料等」という。）を減免

する場合に本市が行う私立幼稚園就園奨励費補助金（以下「補助金」という。）

の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（適用範囲） 

第２条 補助金交付の対象となる私立幼稚園は、本市に住所を有する幼児が通

園するすべての私立幼稚園に適用するものとし、当該私立幼稚園の所在地が

本市の区域内にあるか否かを問わないものとする。ただし、教育委員会は、

その範囲を指定することができる。 

（減免の対象及び補助金の額） 

第３条 私立幼稚園の設置者が、当該幼稚園に在園する満３歳児、３歳児、４

歳児及び５歳児の保護者に対し保育料等を減免する場合には、当該私立幼稚

園の設置者に対し、別表に掲げる範囲内において補助金を交付するものとす

る。ただし、保護者が納めるべき当該園児の保育料等の年額が補助金額に満

たない場合は、その納めるべき額とする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする私立幼稚園の設置者は、次に定める書

類を、教育委員会に提出しなければならない。ただし、第４号に掲げる書類

については、教育委員会は、当該書類により証明すべき事実を公募等によっ

て確認することができるときは、当該書類を省略させることができる。 



 

(1) 私立幼稚園就園奨励費補助金交付申請書（様式第１号） 

(2) 保育料等減免措置に関する調書（様式第２号） 

(3) 保育料等の額を証明できる書類 

(4) 保護者の属する世帯の全ての世帯員の所得を証明する書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第５条 教育委員会は、前条の私立幼稚園就園奨励費補助金交付申請書の提出

があったときは、補助金交付の対象となる幼児及びその保護者並びに私立幼

稚園の設置者が減免すべき額等を審査し、決定したときは、私立幼稚園就園

奨励費補助金交付決定通知書（様式第３号）により当該私立幼稚園の設置者

に通知するものとする。 

（途中の入園及び退園に対する取扱い） 

第６条 私立幼稚園の設置者は、途中の入園及び退園により新たに補助金の対

象となる園児がいる場合は、速やかに園児異動届（様式第４号）及び保育料

等減免措置に関する調書を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 私立幼稚園の設置者は、補助金の対象となる園児が途中の退園又は市外転

出等により補助金を受ける資格がなくなったときは、速やかに園児異動届を

教育委員会に提出しなければならない。 

３ 前２項の規定により前条の交付決定通知の額に変更がある場合は、新たに

私立幼稚園就園奨励費補助金交付申請書を教育委員会に提出しなければなら

ない。 

（実績報告書の提出） 

第７条 私立幼稚園の設置者は、保育料等の減免措置を完了したときは、教育

委員会が指定した日までに私立幼稚園就園奨励費補助金実績報告書（様式第

５号）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書には、幼稚園保育料等減免確認書（様式第６号）を保護

者から徴してこれを添付しなければならない。 

（不正に対する措置） 

第８条 教育委員会は、保護者又は私立幼稚園の設置者が偽りその他不正の手



 

段によりこの規則による補助金の交付を受けたとき、若しくは受けようとし

たときは、補助金の交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全額又は一

部を返還させることができる。 

２ 前項の規定により補助金の全額又は一部を返還させようとするときは、そ

の理由を示すものとする。 

（秘密の保持） 

第９条 私立幼稚園の設置者その他この規則の規定による事務を処理する者は、

保育料等の減免措置をした保護者その他個人に係る事実を第三者に漏らして

はならない。 

（雑則） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

教育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年３月２２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の小野田市私立幼稚園就園奨励

費補助金交付要綱（平成１５年小野田市教育委員会要綱）又は山陽町私立幼

稚園就園奨励費補助金交付要綱（平成１５年山陽町教育委員会要綱）の規定

によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定に

よりなされたものとみなす。 

附 則（平成２５年７月２６日教委規則第３号） 

この規則は、平成２５年８月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月２７日教委規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２６日教委規則第１０号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２８年８月３１日教委規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



 

別表（第３条関係） 

私立幼稚園就園奨励費補助金交付基準 

市民税の課税区分による基準 補助基準限度額 

国の私立幼稚園就園奨励費補助金交付基準に準ずる。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条、第６条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

 


